
 

 

 

 

 

志摩市子ども・子育て支援事業計画 

 

平成 27 年度～平成 31 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年３月 

志摩市 
 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



はじめに 

 

近年、急速な人口減少、少子高齢化の進行に伴い、家族形態の変化、就労形態の多

様化、地域コミュニティ意識の希薄化など、子ども・子育てを取り巻く環境が大きく

変化してきております。また、新聞やテレビ等では、社会不安を反映するような、子

どもを取り巻く事件等が連日報道されています。 

これらを受け、国は平成２４年８月に、子ども・子育て関連３法を成立させ、市町

村において新たな子ども・子育て支援事業計画の策定が義務付けられました。この３

法の趣旨には、「子どもの最善の利益」が実現される社会をめざすとの考えを基本に、

幼児期の教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進するものとされてい

ます。 

平成２７年４月からは全ての子育て家庭を支援する「子ども・子育て支援新制度」

が開始されることとなり、本市におきましても地域の子育てに関するニーズ調査を実

施し、平成２７年度からの５か年を一期とした「志摩市子ども・子育て支援事業計画」

を策定いたしました。 

本計画は、志摩市次世代育成支援行動計画を引継ぎ、これまで推進してきた子育て

支援施策を、さらに総合的・計画的に推し進めるものとなっております。「地域のふれ

あいが子どもを元気に、親も安心できるまちづくり」という本計画の基本理念を全て

の市民の皆様と共有しながらこれまで以上に、地域とともに子どもの育ちと子育てを

支える施策を推進してまいります。 

最後に、本計画の策定にあたり、「子ども・子育て支援に関するニーズ調査」にご協

力いただきました市民の皆様、そして、貴重なご意見やご提言をいただきました志摩

市次世代育成支援対策地域協議会委員の皆様に心からお礼申し上げます。 

 

平成２７年３月 

 

志摩市長  大 口 秀 和 
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第１章 子ども・子育て支援事業計画の策定 

１ 計画策定の概要 

 

■計画策定の趣旨 

近年、全国規模での少子化、核家族化の進行と、子ども・子育て支援が質・量におい

てともに不足している現状、子育て家庭における孤立感と負担感の増加とともに、都市

部を中心とする保育所等の待機児童等が深刻な問題となっています。 

このような子育て事情を背景に、平成２４年８月には「子ども・子育て支援法」、「認

定こども園法の一部改正法」、「子ども・子育て支援法等の施行に伴う関係法律整備法」

の、いわゆる子ども・子育て関連３法が成立し、これらの法律に基づき、幼児期の学校

教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進していく「子ども・子育て支援

新制度」が平成２７年４月から施行されます。 

「子ども・子育て支援新制度」が開始されるにあたり、市町村を実施主体として幼児

期の教育・保育の質的・量的確保及び地域における子育て支援の充実を図るために、「子

ども・子育て支援事業計画」を策定することになりました。 

志摩市では、これまで次世代育成支援行動計画（後期計画）において、「地域のふれあ

いが子どもを元気に、親も安心できるまちづくり」を基本理念とし、市民、関係機関・

団体、行政等が協働で子どもの成長を総合的に支援する施策を推進してきました。 

この行動計画の根拠法である「次世代育成支援対策推進法」が１０年延長されたこと

から、新制度への移行後も、この基本理念を継承しつつ、これまでの取組みを適切に評

価し、関係分野との連携を深めながら、より実効性の高い子ども・子育て支援の実施に

向けたまちづくりを推進するための計画づくりを目指す必要があると考えられ、市の子

ども・子育て支援事業計画においても、次世代育成支援行動計画の内容を再度見直し、

計画に反映させました。 

 

  

■子ども・子育て支援法 

■認定こども園法の一部改正法 

 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一

部を改正する法律 

 

■子ども・子育て支援法等の施行に伴う関係法律整備法 

子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関す

る法律 

子ども・子育て関連３法 
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２ 計画の性格 

 

「志摩市子ども・子育て支援事業計画」は、「子ども・子育て支援法」第６１条第１項

に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」として位置づけられます。 

また、「次世代育成支援行動計画」は、「子ども・子育て支援法等の施行に伴う関係法

律整備法」の第５４条により、義務策定から任意策定に変更されましたが、一方「子ど

も・子育て支援法」の附則第２条第２項において「延長の検討」が謳われています。 

このため、本計画は次世代育成支援行動計画が果たしてきた子ども・子育て支援施策

を含めて、子どもの育ち・子育ての総合計画と位置づけて取り組んでいきます。 

また、本計画は、子ども・子育て支援法等の関連の法律、本市の総合計画やその他の

関連計画、関連分野との調和を可能な限り図りながら策定しています。 

３ 計画策定の時期及び計画期間 

 

本計画は、平成２７年度から平成３１年度までの５年間を計画期間とします。 

計画最終年度には、それまでの成果と課題等を踏まえて見直し、新たに次期５年間の

計画を策定します。 

 

 

 

 

 

 

  

 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度～ 

本計画       

次期計画     見直し  
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４ 計画の対象 

 

基本的に、生まれる前から乳幼児期を経て、青少年期に至るまでの、子ども・青少年

とその家庭、地域住民とします。 

また、施策の内容によっては、必要に応じて対象の年齢に幅を持たせるなど、柔軟な

対応ができるよう努めます。 

５ 計画の策定体制 

 

本計画の策定にあたり、子ども・子育て支援法第７７条第１項に基づく「志摩市次世

代育成支援対策地域協議会」を設置し、計画内容、事業運営、施策推進に関する事項に

ついての協議を行いました。 

会議は、市における特定教育・保育施設の利用定員の設定や、教育・保育、地域子ど

も・子育て支援事業の提供体制の確保等、業務の円滑な実施に関する計画を作成する機

関です。 

また、志摩市子ども・子育て支援事業計画策定の基礎資料とすることや、住民の子育

てニーズを把握することを目的として、子育て支援に関するニーズ調査アンケートの実

施と、計画に関する気づきや意見を反映させるため、計画案のパブリックコメントを実

施しました。 
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６ 子ども・子育て支援法におけるサービス 

 

制度は大きく「子どものための教育・保育給付」と「地域子ども・子育て支援事業」

に分かれます。また、「教育・保育給付」は、県認可の「施設型給付」と市町村認可の「地

域型保育給付」に分かれます。 

 

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法 

子
ど
も
の
た
め
の
教
育
・
保
育
給
付 

施
設
型
給
付 

１．幼稚園 
公立幼稚園 

新制度への移行を選択する私立幼稚園 

２．公立認可保育所 

  

３．認定こども園 

幼保連携型認定こども園 

幼稚園型認定こども園 

保育所型認定こども園 

地方裁量型認定こども園 

地
域
型
保
育
給
付 

４．小規模保育 

５．家庭的保育 

６．居宅訪問型保育 

７．事業所内保育 

地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業 

１．利用者支援事業（新規） 

２．地域子育て支援拠点事業 

３．妊婦健康診査 

４．乳児家庭全戸訪問事業 

５．養育支援訪問事業 

６．子育て短期支援事業 

７．ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業） 

８．一時預かり事業 

９．延長保育事業 

１０．病児保育事業 

１１．放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業） 

１２．実費徴収に係る補足給付を行う事業（新規） 

１３．多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業（新規）  

子ども・子育て支援法適用外 

私立認可保育所（委託費を支弁） 

新制度への移行を選択しない私立幼稚園 

（私学助成・幼稚園就園奨励費補助を支弁） 
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■子どものための教育・保育給付 

幼児期の学校教育と保育の必要性のある子どもへの保育について、幼稚園・保育所・

認定こども園・地域型保育（小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育）

を利用した場合に給付対象となります。 

給付費が確実に子育て支援に使われるようにするため、保護者への直接的な給付では

なく、各施設等が代理で給付を受け、保護者は施設等からサービスを受ける仕組み（法

定代理受領）となります。 

 

■施設型給付 

施設型給付の対象事業は、「認定こども園」、「幼稚園」、「認可保育所」等の教育・保育

施設です。市が保護者に対して施設型給付費を支給することになります。 

 

■地域型保育給付 

新制度では定員が１９人以下の保育事業について、市による認可事業（地域型保育事

業）として、地域型保育給付の対象となります。 

地域型保育給付対象事業は、「小規模保育事業」、「家庭的保育事業」、「居宅訪問型保育

事業」、「事業所内保育事業」の４種類があります。 

 

■地域子ども・子育て支援事業 

地域子ども・子育て支援事業は、市が地域の子ども・子育て家庭の実情に応じて実施

する事業です。 

地域子ども・子育て支援事業は、新規事業を含め子ども・子育て支援法で１３事業に

定められています。また、市では必要に応じて１３事業以外にも独自の施策を検討・実

施していきます。 
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（資料：住民基本台帳） 

57,871 

57,020 

56,224 

55,526 

54,595 

52,000

53,000

54,000

55,000

56,000

57,000

58,000

59,000

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

（人）

第２章 志摩市の子ども・子育てに関する現状と動向 

 

１ 人口、児童数に関する現状と動向 

(１)人口の推移 

本市の総人口は、年々減少してきており、平成２６年には平成２２年と比べ５.７％減

少の５４,５９５人となっています。（各年４月１日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

総人口の推移 
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（資料：国勢調査） 

（資料：衛生統計年報） 

Kihonn  

Daicyou  

） 

9,963 9,000 7,590 6,212 

40,899 
38,194 

34,324 
30,835 

12,173 
14,425 

16,311 17,588 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

（人）

年少人口(0～14歳) 生産年齢人口(15～64歳) 老年人口(65歳以上)

15,614 

15,262 
15,080 

14,729 

14,514 

334 

318 

304 

283 

276 

250

260

270

280

290

300

310

320

330

340

13,800

14,000

14,200

14,400

14,600

14,800

15,000

15,200

15,400

15,600

15,800

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

（人）

三重県(人) 志摩市(人)

(２)年齢３区分別人口の推移 

人口を国勢調査の０～１４歳（年少人口）・１５～６４歳（生産年齢人口）・６５歳以

上（老年人口）の３区分別で見てみると、年少人口と生産年齢人口は年々減少していま

すが、一方で老年人口は年々増加しており、少子高齢化が進んでいることが分かります。

（平成７年と平成１２年は、旧浜島町、旧大王町、旧志摩町、旧阿児町、旧磯部町の合

計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３)出生数の推移 

三重県、志摩市の出生数は、ともに年々減少しており、出生数の推移からも少子化の

傾向が進んでいることがみてとれ、少子化対策が課題となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

年齢３区分人口の推移 

出生数の推移 
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（資料：みえ DataBox 市町累年統計表） 

（資料：衛生統計年報） 

Kihonn  

Daicyou  

） 

235 
254 

205 208 
230 

174 
191 

207 

126 129 
117 124 120 

95 99 
85 

0

50

100

150

200

250

300

平成17年平成18年平成19年平成20年平成21年平成22年平成23年平成24年

（件）

婚姻件数 離婚件数

(４)合計特殊出生率の推移 

本市の合計特殊出生率は、年々増減を繰り返しながらも増加傾向にあり、平成２３年

には、１.４０となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(５)婚姻件数、離婚件数 

本市の近年の婚姻件数の状況は、平均２１３件で推移しています。また、離婚件数は

増減を繰り返しながらも減少傾向にあり、平成２４年は８５件となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

婚姻件数と離婚件数 

1.26 
1.24 

1.34 1.34 

1.38 
1.36 

1.40 

1.15

1.20

1.25

1.30

1.35

1.40

1.45

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

合計特殊出生率の推移
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(６)乳幼児・児童数 

就学前児童数は減少傾向になっており、平成２５年には平成２１年と比べ、１４.０％

の減少となっています。小学生児童数も年々減少しており、１９.７％の減少となってい

ます。 

                                       (単位：人) 

 平成２１年 平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年 

０歳 ３３９ ３０２ ３１７ ３０５ ２５１ 

１歳 ３５０ ３５９ ３０５ ３３１ ３１４ 

２歳 ３５７ ３４３ ３５１ ３０５ ３２９ 

３歳 ３２９ ３５４ ３４３ ３４８ ３０２ 

４歳 ４０２ ３３６ ３５６ ３４７ ３４３ 

５歳 ４０６ ４００ ３２７ ３５２ ３３９ 

小計 ２,１８３ １,９９４ １,９９９ １,９８８ １,８７８ 

６歳 ４４３ ４０３ ４０１ ３２７ ３４５ 

７歳 ４５８ ４４４ ３９９ ３９８ ３２９ 

８歳 ４７７ ４５６ ４４３ ４０２ ３９３ 

９歳 ４７４ ４７３ ４５４ ４４２ ４０１ 

１０歳 ５３４ ４７５ ４７１ ４５０ ４４１ 

１１歳 ５５３ ５３５ ４７６ ４７０ ４５０ 

小計 ２,９３９  ２,７８６  ２,６４４  ２,４８９  ２,３５９  

合計 ５,１２２ ４,７８０ ４,６４３ ４,４７７ ４,２３７ 

                                    （資料：住民基本台帳） 
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(７)児童人口の推計 

平成２１年から平成２５年の男女別１歳ごとの児童人口（住民基本台帳）に基づいて、

平成２７年から平成３１年の計画年の児童人口をコーホート変化率法により推計しま

した。 

その結果によると、就学前人口、小学生人口ともに緩やかに減少していくことが予測

され、将来の少子化が懸念されます。 

（単位：人） 

 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 平成３１年 

０歳 ２６５ ２５９ ２４９ ２４１ ２３４ 

１歳 ２８５ ２７３ ２６７ ２５７ ２４９ 

２歳 ２５８ ２８３ ２７２ ２６５ ２５６ 

３歳 ３０９ ２５７ ２８０ ２７０ ２６３ 

４歳 ３２８ ３１１ ２５８ ２８１ ２７１ 

５歳 ２９８ ３２３ ３０９ ２５５ ２７７ 

小計 １,７４３ １,７０６ １,６３５ １,５６９ １,５５０ 

６歳 ３３５ ２９６ ３２１ ３０７ ２５３ 

７歳 ３３６ ３３５ ２９５ ３２０ ３０６ 

８歳 ３４３ ３３４ ３３３ ２９３ ３１８ 

９歳 ３２５ ３４３ ３３４ ３３２ ２９２ 

１０歳 ３９０ ３２５ ３４２ ３３４ ３３２ 

１１歳 ４０１ ３９０ ３２６ ３４３ ３３５ 

小計 ２,１３０  ２,０２３  １,９５１  １,９２９  １,８３６  

合計 ３,８７３ ３,７２９ ３,５８６ ３,４９８ ３,３８６ 

平成２５年度比 ９１.４% ８８.０% ８４.６% ８２.６% ７９.９% 

 

 

 

 

 

  



11 

 

（資料：国勢調査） 

（資料：国勢調査） 
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６歳未満の親族のいる世帯 18歳未満の親族のいる世帯

２ 志摩市の世帯に関する状況 

(１)世帯に関する状況 

本市の一般世帯数は、平成１２年の２０,９２９世帯をピークに年々減少傾向にあり、

平成２２年には、２０,５２１世帯となっています。（平成２年から平成１２年は、旧浜

島町、旧大王町、旧志摩町、旧阿児町、旧磯部町の合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)子どものいる世帯の状況 

本市の６歳未満の子どものいる世帯数、１８歳未満の子どものいる世帯数は、ともに

年々減少しています。平成２年と比べ平成２２年には、６歳未満の子どものいる世帯は

４７.２％、１８歳未満の子どものいる世帯数は３９.１％の減少となっており、少子化

傾向が年々進んでいます。（平成２年から平成１２年は、旧浜島町、旧大王町、旧志摩町、

旧阿児町、旧磯部町の合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

データがあれば挿入願

います。 

世帯数の推移 

６歳未満・18 歳未満の親族のいる世帯数の推移 
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（資料：子育て支援課） 

３ 保育・教育施設の利用状況 

(１)保育の利用状況 

本市には保育所が１５施設あり、平成２６年４月１日現在は、９６０名の児童が保育

所へ通っています。私立しまの杜保育園、私立えがお志摩保育園、私立第二しまの杜保

育園で入所率が１００％を超えているものの、志摩市の保育所全体として見ると、入所

率は７１.６％となっており、定員数に余裕のある運営状況となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設名 定員数(人) 入園児数(人) 入所率（％） 

浜島保育所 ７５ ４１ ５４.７ 

大王保育所 ８０ ６１ ７６.３ 

志摩保育所 １４０ １１０ ７８.６ 

鵜方保育所 ６０ ４７ ７８.３ 

鵜方第二保育所 １００ ５１ ５１.０ 

立神保育所 ７０ ３９ ５５.７ 

志島保育所 ４５ ４２ ９３.３ 

甲賀保育所 １２０ ３０ ２５.０ 

安乗保育所 ８０ ３６ ４５.０ 

下之郷保育所 ９０ ５６ ６２.２ 

ひのでが丘保育所 ６０ ４０ ６６.７ 

ひまわり保育所 １２０ ８５ ７０.８ 

私立しまの杜保育園 ９０ １０５ １１６.７ 

私立えがお志摩保育園 ９０ ９１ １０１.１ 

私立第二しまの杜保育園 １２０ １２６ １０５.０ 

合計 １,３４０ ９６０ ７１.６ 
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（資料：子育て支援課） 

（資料：子育て支援課） 
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(２)保育所の利用者数の推移 

近年の保育所の利用者数は、低年齢児保育を行う保育所が増加したことに伴い、年々

増加傾向にありますが、将来の児童推計では児童人口の減少が予想されることから、保

育所の利用者数は横ばいでの推移、もしくは緩やかな減少が見込まれます。（各年４月１

日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３)保育所の利用者の年齢構成 

保育所利用者の年齢構成は下表のようになっています。（各年４月１日現在） 

 

 平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 

公立及び私立
の認可保育所 

０歳 ４ １２ １６ １９ ３４ 

１歳 １０２ ９９ １３４ １３０ １１０ 

２歳 ２２１ ２４９ ２２１ ２４７ ２４２ 

３歳 ３２６ ３１１ ３１７ ２８５ ３０８ 

４歳 １７６ １８０ １７９ １７８ １３１ 

５歳 ９３ ９６ ９７ １１５ １３５ 

計 ９２２ ９４７ ９６４ ９７４ ９６０ 

 

 

 

 

  

保育所の利用者数の推移 
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（資料：平成２６年度 志摩市における就学前児童の現状） 

（資料：志摩市における就学前児童の現状） 

(４)特別保育の実施状況 

特別保育の実施状況に関しては、延長保育は９施設、乳児保育は７施設で実施してお

ります。また、一時保育は私立第二しまの杜保育園のみが実施しており、休日保育、夜

間保育、特定保育は実施しておりません。 

 

 

(５)障がい児保育の状況 

集団保育が可能で心身に障がいのある児童を、保護者が働いているなど、病気等の理

由により家庭で保育することができない場合に、保育所生活を通して、発達促進と生活

習慣の自立を支援するとともに、障がい児と健常児を一緒に保育し、相互の健全な育成

を図ります。 

 

 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

加配保育士を必要と 

する児童数（人） 
２２ ２４ １８ ２６ ２１ 

加配保育士数(人) １６ １７ １２ １９ １６ 

 

 

  

 延長保育 休日保育 夜間保育 一時保育 特定保育 乳児保育 

浜島保育所 〇 ‐ ‐ ‐ ‐ 〇 

大王保育所 〇 ‐ ‐ ‐ ‐ 〇 

志摩保育所 〇 ‐ ‐ ‐ ‐ 〇 

鵜方保育所 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

鵜方第二保育所 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

立神保育所 〇 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

志島保育所 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

甲賀保育所 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

安乗保育所 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

ひまわり保育所 〇 ‐ ‐ ‐ ‐ 〇 

ひのでが丘保育所 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

下之郷保育所 〇 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

私立しまの杜保育園 〇 ‐ ‐ ‐ ‐ 〇 

私立えがお志摩保育園 〇 ‐ ‐ ‐ ‐ 〇 

私立第二しまの杜保育園 〇 ‐ ‐ 〇 ‐ 〇 



15 

 

（資料：学校人権教育課） 

（資料：学校人権教育課） 

(６)幼稚園の利用状況 

本市には幼稚園は８施設があり、平成２６年６月１日現在は、３７１名の児童が幼稚園

へ通っています。大王幼稚園の入所率が９１.４％となっているものの、幼稚園全体の入

所率は４０.３％となっており、定員数に十分な余裕のある運営状況となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(７)幼稚園の利用者数の推移 

近年の幼稚園利用者数は、増減を繰り返しながらも減少傾向にあり、平成２６年には

平成２２年と比べ、１８.８％の減少となっています。（各年６月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設名 定員数(人) 入園児数(人) 入所率（％） 

浜島幼稚園 １２０ ３１ ２５.８ 

大王幼稚園 ７０ ６４ ９１.４ 

志摩幼稚園 １２０ ８９ ７４.２ 

和具幼稚園 １２０ １８ １５.０ 

鵜方幼稚園 ２４０ １２０ ５０.０ 

国府幼稚園 ６０ １２ ２０.０ 

磯部幼稚園 １２０ ３４ ２８.３ 

しまの杜神明幼稚園 ７０ ３ ４.２ 

合計 ９２０ ３７１ ４０.３ 
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（資料：学校人権教育課） 

（資料：志摩市における就学前児童の現状） 

(８)幼稚園の利用者数の年齢構成 

幼稚園利用者の年齢構成は下表のようになっています。 

（単位：人） 

 平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 

 

幼稚園 
(各年６月１日現在) 

３歳 - - - - - 

４歳 １５４ １７５ １６５ １５８ １７１ 

５歳 ３０３ ２３０ ２５６ ２２４ ２００ 

計 ４５７ ４０５ ４２１ ３８２ ３７１ 

 

 

(９)幼稚園における障がい児保育の状況 

保育所長、幼稚園長、保健・福祉・教育関係者の話し合いをもち、集団生活を送る上

で、介助を必要と認められた、心身に障がいがある園児に介助員を配置し、園児が安心・

安全に集団生活を送れるよう支援しています。平成２６年度の介助員を必要とする園児

数は、２０人となっています。 

 

 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

介助員を必要とする 

園児数（人） 
３０ ４２ ２７ ２１ ２０ 

介助員数(人) １５ １３ １２ １１ １４ 
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（資料：学校人権教育課） 

（資料：学校人権教育課） 
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(１０)小学生児童数の推移 

市内には１７の小学校があり、近年の小学生児童数の推移は年々減少傾向になってい

ます。平成２６年の児童数は、平成２２年と比べ１９.７％減少しており、小学生児童数

の推移からも少子化が進んでいることがみてとれます。（各年６月１日現在） 

 

  

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

(１１)小学校の児童構成 

小学校の児童構成は下表のようになっています。（各年６月１日現在） 

（単位：人） 

 平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 

１年 ４０３ ３９９ ３２７ ３４５ ３４５ 

２年 ４４２ ４００ ３９４ ３２４ ３３９ 

３年 ４５９ ４４１ ４００ ３８９ ３１７ 

４年 ４７１ ４５６ ４３９ ４００ ３８７ 

５年 ４７４ ４６９ ４５１ ４４０ ４００ 

６年 ５３２ ４７５ ４６９ ４４９ ４３９ 

特別支援教室児童数 １５ １６ １８ １９ １９ 

計 ２,７９６ ２,６５６ ２,４９８ ２,３６６ ２,２４６ 

 

  

小学生児童数の推移 
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４ 地域子ども・子育て支援事業の実施状況 

子ども・子育て支援新制度では、子ども・子育て家庭等を対象とする事業として、市

町村が地域の実情に応じて、以下の１３事業を実施することになっており、そのうち１

０の事業が既存事業で、「利用者支援事業」、「実費徴収に係る補足給付を行う事業」、

「多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業」が新規事業として導入

されました。 

 

 

１.利用者支援事業【新規】 

２.地域子育て支援拠点事業 

３.妊婦健康診査 

４.乳児家庭全戸訪問事業 

５.養育支援訪問事業 

６.子育て短期支援事業 

７.ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業） 

８.一時預かり事業 

９.延長保育事業 

１０.病児保育事業 

１１.放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業） 

１２.実費徴収に係る補足給付を行う事業【新規】 

１３.多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業【新規】 
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本市の地域子ども・子育て支援事業の実施状況は下表のようになっています。 

市として現在実施していない事業、また新規事業に関しては、今後の市の子育て事情

を踏まえながら、適宜実施を図っていきます。 

 

事業名 単位 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

①地域子育て支援拠点
事業 

延べ利用者数 ７,９９２ ７,９５６ １２,８５２ １４,０６３ １２,３７４ 

②妊婦健康診査 実人数 ３３８ ３２４ ２９０ ３０６ ２９０ 

③乳児家庭全戸訪問事
業 

実人数 ２７５ ３２５ ２９０ ２８５ ２７１ 

④養育支援訪問事業 実人数 １ １ １ １ １ 

⑤子育て短期支援事業 延べ利用者数 ０ １ ０ ２ ０ 

⑥ファミリー・サポー
ト・センター事業（就
学児を含む） 

依頼会員数 

提供会員数 

両方会員数 

７８ 

３３ 

２１ 

９０ 

３３ 

２７ 

１０５ 

３２ 

２９ 

１１７ 

３５ 

３３ 

１２９ 

３９ 

３１ 

⑦一時預かり事業(※) 延べ利用者数 - - - - - 

⑧延長保育事業 延べ利用者数 ２,５６６ ２,９４９ ２,５６８ ２,８４０ ２,４７４ 

⑨病児保育事業 延べ利用者数 ３０５ ３２７ ３７９ ３１９ ３６０ 

⑩放課後児童健全育成
事業 

登録者数 １９８ ２０１ ２０９ ２０８ ２３８ 

（資料：志摩市決算資料/志摩市における就学前児童の現状） 

※⑦一時預かり事業は、志摩市では平成２６年度から開始。 

 

 

 

 

 

  



20 

 

５ アンケート調査結果から見た子育てに関する実態と意向 

 

■アンケート調査結果から見る、子ども・子育てに関する現状と意向 

 

アンケート調査の目的について 

 

「子ども・子育て支援事業計画」の策定に向けて、市民の子育て支援に関する生活実

態や要望・意見等を把握するために、「志摩市子ども・子育て支援に関するニーズ調査」

を実施しました。 

 

 

調査設計 

 

（１）調査地域 志摩市内 

（２）調査対象 就学前児童調査 市内に在住の未就学児童の保護者 

        小学生児童調査 市内に在住の小学生の保護者 

（３）回収数  就学前児童調査 ４４９人（回収率４４.９％） 

        小学生児童調査 ３８０人（回収率３８.０％） 

（４）調査方法 郵送による配布・回収 

（５）調査時期 平成２６年３月 

（６）グラフの表記に（n）が出てきますが、該当する質問に対しての回答者数のことです。 

（７）グラフの選択肢については、表記のため、文字を省略している場合があります。 
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【就学前児童調査】 

 

(１)子どもの保護者の現在の就労状況 

 

■母親・父親の現在の就労状況 

母親の就労状況については、「以前は就労していたが、現在は就労していない」が３３.

６％と最も多く、父親の就労状況については、「フルタイムで就労している(産休・育休・

介護休業中を除く)」が８４.６％と最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■母親の出産前後の就労状況 

「継続的に働いていた(転職、産休・育休も含む)」が３７.９％と最も多く、次いで「離

職した」が３６.５％、「出産１年前にすでに働いていなかった」が２２.３％の順となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

11.6%

0.0%

0.2%

0.4%

84.6%

2.2%

0.9%

2.9%

1.3%

3.1%

10.5%

22.3%

26.3%

33.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

無回答

これまでに就労したことがない

フルタイム以外で就労しているが、産

休・育休・介護休業中である

フルタイムで就労しているが、産休、

育休、介護休業中である

フルタイムで就労している（産休、育

休、介護休業中を除く）

フルタイム以外で就労している（産

休・育休・介護休業中を除く）

以前は就労していたが、現在は就労し

ていない

(n=449)母親 父親

3.3%

22.3%

36.5%

37.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

無回答

出産１年前にすでに働いていなかった

離職した

継続的に働いていた

(n=449)
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■どのような環境が整っていたら、就労を継続したか 

出産前後に離職した３６.５％の方につき、どのような環境が整っていたら、就労を継

続したかの問いに対しては、「いずれにしても辞めていた」が３９.０％と最も多く、次

いで「職場において育児休業制度等の仕事と家庭の両立支援制度が整い、働き続けやす

い環境が整っていれば、継続して就労していた」が２６.８％、「教育・保育事業と職場

の両立支援環境がどちらも整っていれば、継続して就労していた」が１３.４％の順とな

っています。 

仕事と家庭、育児と家庭の両立の環境が整っていれば就労を継続できたケースがある

ことが、アンケート調査から分かります。市では、ワーク・ライフ・バランスの考え方

の普及に努め、多様な働き方の実現や、子育ての両立の支援を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)平日の定期的な教育・保育事業の利用状況について 

 

■現在、幼稚園や保育所等の「定期的な教育・保育の事業」を利用しているか 

「志摩市内で利用している」が５５.０％と最も多く、次いで「利用していない」が４

１.９％、「他の市町村で利用している」が０.２％の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.0%

3.7%

6.7%

7.3%

13.4%

26.8%

39.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

無回答

教育・保育事業が確実に利用できる環

境

家族の考え方（親族の理解）等就労す

る環境が整っていること

その他

教育・保育事業と職場の両立支援環境

がどちらも整っていること

育児休業制度等の仕事と家庭の両立支

援制度が整っていること

いずれにしても辞めていた

(n=164)

2.9%

0.2%

41.9%

55.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

無回答

他の市町村で利用している

利用していない

志摩市内で利用している

(n=449)



23 

 

■平日、どのような教育・保育事業を利用しているか 

現在利用している教育・保育事業については、「認可保育所」が７３.０％と７割以上

を占め、認可保育所のニーズが高いことが分かります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■今後利用したい教育・保育事業 

今後利用したい教育・保育事業については、「認可保育所」が５９.９％と最も多く、

次いで「幼稚園」が４７.９％、「認定こども園」が３９.９％の順となっています。また、

幼稚園の預かり保育も３割以上のニーズがあることがうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

73.0%

14.5%

9.3%

2.8%

1.6%

1.2%

0.8%

0.0%

0.0%

0.0%

3.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

認可保育所

幼稚園

（幼）預かり保育

認定こども園

その他

認可外の保育施設

事業所内保育

家庭的保育

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

無回答

(n=248) 

59.9%

47.9%

39.9%

35.2%

12.2%

7.6%

6.2%

3.1%

2.4%

2.2%

2.0%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

認可保育所

幼稚園

認定こども園

（幼）預かり保育

小規模な保育施設

事業所内保育施設

ファミリーサポートセンター

家庭的保育

認可外保育施設

その他

居宅訪問型保育

無回答

(n=449) 
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(３)地域の子育て支援事業の利用状況について 

 

■現在、地域子育て支援拠点事業を利用しているか 

地域子育て支援拠点事業の利用の有無については、「利用していない」が７９.１％と

８割近くを占め、「地域子育て支援拠点事業を利用している」の１４.５％と、「志摩市で

実施している類似の事業(子育てサロン・子育てサークル等)を利用している」の７.８％

を大きく上回る結果となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地域子育て支援拠点事業を、今後利用したい、又は利用日数を増やしたいと思うか 

「新たに利用したり、利用日数を増やしたいとは思わない」が５９.２％と最も多く、

次いで「利用していないが、今後利用したい」が２３.４％、「すでに利用しているが、

今後利用日数を増やしたい」が１０.０％の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

79.1%

14.5%

7.8%

1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用していない

地域子育て支援拠点事業を利用

志摩市内の類似の事業を利用している

無回答

(n=449)

7.3%

10.0%

23.4%

59.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

無回答

すでに利用しているが、今後利用日数

を増やしたい

利用していないが、今後利用したい

新たに利用したり、利用日数を増やし

たいとは思わない

(n=449)
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■お子さんが病気やケガで平日の教育・保育事業が利用できなかったことはあったか 

この１年間に、「あった」が８６.７％と９割近くを占め、「なかった」の１０.１％を

大きく上回る結果となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■お子さんが病気やケガで教育・保育事業が利用できなかった場合、１年間に行った

対処方法 

この１年間に子どもが病気やケガの際に行った対処方法については、「母親が休んだ」

が６９.８％と最も多く、次いで「（同居者を含む）親族・知人に預けた」が４２.３％、

「就労していない保護者が看た」が１８.１％の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3.2%

10.1%

86.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

無回答

なかった

あった

(n=248)

69.8%

42.3%

18.1%

14.4%

10.7%

6.0%

2.3%

1.4%

0.0%

0.0%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80%

母親が休んだ

親族・知人に預けた

就労していない保護者が看た

父親が休んだ

病児・病後児施設に預けた

子連れで仕事をした

その他

子どもだけで留守番させた

ベビーシッターを頼んだ

ファミリー・サポート・センターを利用

無回答

(n=215)



26 

 

(４)不定期な教育・保育事業や宿泊を伴う一時預かり等の利用について 

 

■不定期に利用している教育・保育事業 

「利用していない」が８８.６％と最も多く、次いで「幼稚園の預かり保育」が４.５％、

「一時預かり(私用等理由を問わずに保育所等で一時的に子どもを保育する事業)」が３.

１％、「ファミリー・サポート・センター」が１.３％の順となっています。 

全体での一時預かりの利用者はわずかですが、一時預かりを普段利用している方のニ

ーズを汲み取りながら、事業の拡充を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■一時預かり事業を利用していない理由 

「特に利用する必要がない」が７９.４％と最も多く、次いで「利用料がかかる・高い」

と「事業の利用方法などがわからない」がそれぞれ１７.３％の順となっています。 

利用方法が分からない方が２割近くいることから、今後も一時預かり事業についての

周知を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2.2%

0.0%

0.0%

0.2%

1.3%

3.1%

4.5%

88.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

無回答

夜間養護等事業

ベビーシッター

その他

ファミリー・サポート・センター

一時預かり

（幼）預かり保育

利用していない

(n=449)

79.4%

17.3%

17.3%

7.0%

6.8%

5.0%

4.5%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特に利用する必要がない

利用料がかかる・高い

事業の利用方法などが分らない

その他

質に不安がある

利便性がよくない

利用したい事業がない

無回答

(n=398)



27 

 

(５)お子さんの小学校入学後の放課後の過ごし方 

 

■お子さんが低学年のうちは、どのような場所で放課後の時間を過ごさせたいか 

お子さんが低学年の間、放課後を過ごさせたい場所については、「自宅」が５７.７％

と最も多く、次いで「祖父母・親族や友人・知人宅」と「習い事・クラブ活動(スポーツ

少年団を含む)」がそれぞれ４３.９％の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■お子さんが高学年になったら、どのような場所で放課後の時間を過ごさせたいか 

お子さんが高学年になったら、放課後を過ごさせたい場所については、「自宅」が６９.

９％と最も多く、次いで「習い事・クラブ活動(スポーツ少年団を含む)」が６５.０％、

「祖父母や友人・知人宅」が４６.３％の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

57.7%

43.9%

43.9%

30.3%

25.6%

19.2%

8.5%

1.1%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

自宅

祖父母・親族、友人・知人宅

習い事・クラブ活動

放課後児童クラブ

児童館

放課後子ども教室

その他

ファミリー・サポート・センター

無回答

(n=449)

69.9%

65.0%

46.3%

21.4%

18.9%

14.0%

7.8%

0.9%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

自宅

習い事・クラブ活動

祖父母や友人・知人宅

放課後児童クラブ

児童館

放課後子ども教室

その他

ファミリーサポートセンター

無回答

(n=449)
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(６)育児休業の取得について 

 

■育児休業を取得したか 

母親に関しては、「働いていなかった」が５０.８％と最も多く、次いで「取得した(取

得中である)」が３３.６％、「取得していない」が１４.７％の順となっています。 

父親に関しては、「取得していない」が８８.６％と最も多く、９割近くを占めていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

8.9%

88.6%

1.8%

0.7%

0.9%

14.7%

33.6%

50.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

無回答

取得していない

取得した（取得中である）

働いていなかった

(n=449)
母親 父親
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■育児休業を取得しなかった理由（母親） 

母親の育児休業を取得しなかった理由については、「子育てや家事に専念するため退

職した」が３０.３％と最も多く、次いで「職場に育児休業の制度がなかった（就業規則

に定めがなかった）」が２８.８％の順となっています。 

育児休業については、職場で育児休業を取りにくい雰囲気があったり、制度自体がな

い場合もあり、企業に育児休業についての理解と、制度への取組みを働きかける必要が

あります。 

 

 

 

 

 

  

30.3%

28.8%

18.2%

16.7%

10.6%

10.6%

10.6%

9.1%

6.1%

6.1%

4.5%

4.5%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

子育てや家事に専念のため退職した

職場に育児休業制度がなかった

その他

職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった

仕事が忙しかった

収入減になり、経済的に苦しくなる

制度を利用する必要がなかった

仕事に戻るのが難しそうだった

仕事に早く復帰したかった

保育所などに預けることが出来た

有期雇用のため取得要件を満たさなかった

産前産後の休暇を取得できることを知らず、退職した

昇給・昇格などが遅れそうだった

配偶者が育児休業制度を利用した

育児休業を取得できることを知らなかった

無回答

(n=66)
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■育児休業を取得しなかった理由（父親） 

父親の育児休業を取得しなかった理由については、「配偶者が無職、祖父母等の親族に

みてもらえるなど、制度を利用する必要がなかった」が３６.７％と最も多く、次いで「仕

事が忙しかった」が２９.４％の順となっています。 

 

 

 

 

 

  

36.7%

29.4%

28.9%

24.9%

24.9%

14.8%

5.3%

4.0%

3.8%

2.3%

1.3%

1.0%

0.5%

0.3%

0.3%

7.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

制度を利用する必要がなかった

仕事が忙しかった

収入減になり、経済的に苦しくなる

職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった

配偶者が育児休業制度を利用した

職場に育児休業制度がなかった

その他

仕事に戻るのが難しそうだった

昇給・昇格などが遅れそうだった

育児休業を取得できることを知らなかった

保育所等に預ける事が出来た

子育てや家事に専念のため退職した

有期雇用のため取得要件を満たさない

仕事に早く復帰したかった

産前産後の休暇を取得できることを知らず、退職した

無回答

(n=398)
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【小学校児童調査】 

 

(１)子どもの保護者の現在の就労状況 

 

■小学生の児童を持つ保護者の現在の就労状況 

母親の就労状況については、「フルタイムで就労している(産休・育休・介護休業中を

除く)」が４０.８％と最も多く、父親の就労状況についても、「フルタイムで就労してい

る(産休・育休・介護休業中を除く)」が８１.８％と最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

14.7%

0.0%

0.3%

0.5%

1.1%

1.6%

81.8%

7.4%

0.5%

0.8%

0.8%

10.5%

39.2%

40.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

無回答

フルタイム以外で就労しているが、産

休・育休・介護休業中である

これまでに就労したことがない

フルタイムで就労しているが、産休、

育休、介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労し

ていない

フルタイム以外で就労している（産

休・育休・介護休業中を除く）

フルタイムで就労している（産休、育

休、介護休業中を除く）

(n=380)母親 父親
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(２)お子さんの小学校入学後の放課後の過ごし方 

 

■お子さんが低学年のうちは、どのような場所で放課後の時間を過ごさせたいか 

お子さんが低学年の間、放課後を過ごさせたい場所については、「自宅」が６６.７％

と最も多く、次いで「習い事・クラブ活動(スポーツ少年団を含む)」が４９.０％、「祖

父母等の親族や友人・知人宅」が３４.３％の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■お子さんが高学年になったら、どのような場所で放課後の時間を過ごさせたいか 

お子さんが高学年になったら、放課後を過ごさせたい場所については、「自宅」が７４.

５％と最も多く、次いで「習い事・クラブ活動(スポーツ少年団を含む)」が５５.０％、

「祖父母等の親族や友人・知人宅」が３２.４％の順となっています。 

就学前の児童と比べ、小学生になると自宅で過ごす児童の割合が高くなることが、小

学生児童調査の結果から分かります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

66.7%

49.0%

34.3%

10.1%

9.6%

6.6%

5.1%

0.0%

7.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

自宅

習い事・クラブ活動

祖父母等の親族や友人・知人宅

放課後児童クラブ

児童館

その他（公民館・公園など）

放課後子ども教室

ファミリー・サポート・センター

無回答

(n=198)

74.5%

55.0%

32.4%

6.8%

4.7%

4.2%

2.1%

0.3%

3.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

自宅

習い事・クラブ活動

祖父母等の親族や友人・知人宅

その他（公民館、公園など）

放課後児童クラブ

児童館

放課後子ども教室

ファミリー・サポート・センター

無回答

(n=380)
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(３)仕事と子育ての両立について 

 

■仕事と子育てを両立させるうえで、大変だと感じることはあるか 

「仕事で疲れて子育ての余力がない」が３１.１％と最も多く、次いで「特にない」が

２６.８％、「子どもと接する時間が少ない」が２６.３％の順となっています。 

 

 

■子育てと仕事の両立支援のために、企業等はどんなことに取り組む必要があるか 

「子どもが病気やけがの時等に休暇を取れる環境をつくる」が６５.０％と最も多く、

次いで「子育てと仕事の両立に向け、職場内の理解を深めるための啓発を行う」が４１.

８％、「育児休業制度や再雇用制度の整備や、制度を利用しやすい環境をつくる」が３９.

２％の順となっています。 

31.1%

26.8%

26.3%

19.7%

19.5%

5.5%

4.5%

4.5%

3.7%

13.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

仕事で疲れて子育ての余力がない

特にない

子どもと接する時間が少ない

労働時間が長い・不規則

自分が病気・ケガの時面倒を見る人がいない

預け先が見つからない

配偶者、家族の理解が得られない

職場の理解が得られない

その他

無回答

(n=380)

65.0%

41.8%

39.2%

36.1%

27.9%

23.2%

9.5%

2.9%

13.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

子どもが病気やケガの時に休暇を取れる環境を作る

子育てと仕事の両立へ職場内に啓発活動

育児休業制度、再雇用制度等を利用しやすい環境

妊娠中、育児期間中の勤務を軽減する

子育てに男性が参加できる環境

事業所内に保育施設を設置する

特にない

その他

無回答

(n=380)



34 

 

１．地域における子育ての支援 

 

２．母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保及び増進 

３．子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

び増進 

５．子育てを支援する生活環境の整備 

び増進 

７．仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進 

び増進 

６．子ども等の安全の確保 

び増進 

４．要保護児童への対応などきめ細かな取組みの推進 

び増進 

（１）多様な子育て支援サービスの充実 

（２）子育て支援のネットワークづくり 

（３）児童の健全育成 

（１）子どもや母親の健康の確保 

（２）「食育」の推進 

（３）思春期保健対策の充実 

（４）小児医療の充実 

 

 

（１）安心な生活環境の整備 

（２）安全なまちづくりの推進等 

（１）多様な働き方の実現及び男性も含めた働き方の見直し等 

（２）仕事と子育ての両立の推進 

（１）子どもの交通安全を確保するための活動の推進 

（２）子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進 

（１）児童虐待防止対策の充実 

（２）ひとり親家庭等の自立支援の推進 

（３）障がい児施策の充実 

 

（１）次代の親の育成 

（２）子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備 

（３）家庭や地域の教育力の向上 

（４）子どもを取り巻く有害環境対策の推進 

第３章 志摩市次世代育成支援行動計画の総括 

１ 志摩市次世代育成支援行動計画の目標と施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本理念】 

地域のふれあいが

子どもを元気に、 

親も安心できる 

まちづくり 
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２ 志摩市次世代育成支援行動計画の課題 

 

１．地域における子育ての支援 

 

■近年の核家族化の進展や就労形態が変化する中で、地域の連帯意識は薄くなり、不

安や悩みを抱えたまま子育てを行う家庭が増加し、家庭・地域の子育て機能は低下し

ていると言われています。子どもの健やかな成長のためには、多様な保育サービスや

子育て支援の充実とともに、助け合い・支え合いの精神に基づく地域の連帯連携が必

要です。 

■志摩市では、「志摩市保育所・幼稚園等のあり方提言書」を踏まえ平成２１年度に策

定した「志摩市保育所・幼稚園等の再編計画」により、公立保育所、公立幼稚園、公

立幼保一体化施設、民間保育所、民間一体化施設の再編を行いました。 

また、浜島・志摩・大王地区に設置した幼保園内の幼稚園について、平日の預かり

保育時間の延長や土曜日の預かり保育を実施する等の体制を整えた半面、単独施設の

幼稚園との間で生じた格差について検討を行う必要があります。 

■地域の子育て支援として、浜島地区の子育て支援センターの設置、児童館・放課後

児童クラブの運営等を行いましたが、今後は、子育て支援センターの利用者数の増加

の検討、及び放課後児童クラブ等の全学校区への設置に向けての検討が必要です。 

このほか、「子どもを預けたい人」と「子どもを預かりたい人」が会員登録し、相互

援助活動を行うファミリー・サポート・センター事業のより一層の周知に努め、子育

て支援に関する交流場所や活動場所の確保・充実に努める等、地域ぐるみで子育てを

支援するまちづくりを進める必要があります。 
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２．母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保及び増進 

 

■子どもや母親の健康の保持増進のために、母子保健事業の充実が必要となっていま

す。市では、乳幼児健康診査の場を活用して保護者を支援し、育児不安の軽減に努め

ていきます。乳幼児健康診査や妊婦アンケート、赤ちゃん訪問時のアンケート結果か

ら、育児不安の状況について把握することが課題です。 

■訪問指導・保健指導については、三重県からの権限委譲により、平成２５年度から

未熟児訪問が市の業務となりました。権限移譲に伴い、継続支援の必要なケースも増

えており、保健師の専門的な技術の向上が課題となっています。 

また、在宅において医療や福祉サービスが必要なケースについては、関係機関との

連携が不可欠であり、関係機関とともに育児や看病にあたる保護者への支援を行って

いく必要があります。 

■予防接種に関しては、ヒブや小児用肺炎球菌、４種混合に加え、平成２６年１０月

から水痘が定期接種に追加され、予防接種スケジュールが複雑になってきています。

保護者がかかりつけ医と相談し、接種を進めていくことができるよう支援するととも

に、市広報およびホームページによる周知や、接種勧奨通知等、接種率の向上に向け

取り組んでいく必要があります。 

■正しい食生活は、子どもたちの心身の健やかな発達に不可欠であることから、食育

の推進も図っていきます。児童と保護者を対象とした、学校設備を活用した食の指導

と相談体制の整備については、積極的に実施できるよう栄養教諭・学校栄養職員の理

解と協力を得て継続して実施していきます。また、妊産婦に対しても、離乳食指導・

相談等により、食に関する情報提供を進める必要があります。 

食物アレルギーを有する児童に対しては、アレルギーを起こす食物やその症状がそ

れぞれ異なり、また成長とともに状況が変わるので、相談の都度、状況を確認してい

く必要があります。アレルギーの対応のため保護者より除去食依頼書や医師の診断書

を提出していただく必要がありますが、未提出の場合、対応ができなかったり、遅れ

てしまう面があり、今後の改善が課題となっています。 

■思春期保健対策への取組みとしてカウンセリング体制を充実させることが課題で

すが、性に関する問題、不登校や問題行動等、児童生徒の抱える問題は多岐にわたる

ことや、内面的なことは、短期間で結果の出ることは少なく、長期的に見ていく必要

があり、スクールカウンセラーの効果的な活用について検討していく必要があります。 

■小児医療については、市では平成２５年度から新たに火曜日の夜間診療を追加で開

設しましたが、志摩地域の一次救急は日曜日の夜間診療が無い状況のため、その実現

が今後の課題となっています。 
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３．子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

 

■自分の子どもが生まれて、初めて子どもに接する保護者が多い現状の中、思春期の

ころから育児について学べる環境づくりが課題となっています。次代の親となる中学

生、高校生等が、子どもを生み育てることの意義を理解し、子どもや家庭の大切さを

理解できるよう支援することが必要です。 

■市では、次代の親の育成施策として、中学校での職場体験学習のみならず、普段か

ら互いに校種の枠を超えての学校行事や交流学習、体験学習等の機会を通して、保育

所、幼稚園、小学校、中学校の交流の輪を拡げていくことを図っていますが、それぞ

れの校種における課題や、どんな子どもを目指すのかということの共通理解が必要で

す。 

■平成２１年４月現在、小学校２１校（内１分校）、中学校１１校あったものが、平成

２６年４月では小学校１７校、中学校７校と小中学校の統廃合が進んでいます。同じ

ように幼稚園についても１１園（内１分園）に対して７園となっていますが、統廃合

については、地域や保護者、児童生徒の願いや思いをくみつつ、進めていくことが必

要です。 

また、高度情報社会に対応した人材育成を行うため、テレビ・黒板等のデジタル化

を進め、よりわかりやすい授業の実現に向け整備を進めていくことが必要であり、コ

ンピュータの整備をはじめ、電子黒板等のＩＣＴ機器、デジタルコンテンツ等の整備、

また、機器の定期的な更新も必要であるため、効率よく整備していくことが課題です。 

■家庭や地域の教育力の向上の施策としては、子どもたちを対象とした各種スポーツ

教室の充実や、家庭での読書環境の充実を図るための「ブックスタート事業」に取り

組んでいますが、幅広い住民のニーズに応えることができるよう、多種目にわたる指

導者やスポーツボランティアの確保や、ブックスタート用絵本購入費の確保が課題と

なっています。 

  



38 

 

４．要保護児童への対応などきめ細かな取組みの推進 

 

■育児不安を持つ保護者に対し、早期に適切に支援をするため、相談支援体制を充実

させることが課題となっています。虐待を予防するための取組みの充実や、地域での

見守り体制の確保等が求められています。 

また、子どもへの虐待に適切に対応するには地域の関係機関の連携が不可欠であり、

虐待の予防、早期発見・早期対応、アフターケアに至るまでの総合的な支援が必要で

す。 

■ひとり親家庭への支援については、ひとり親家庭等医療費助成を行っていますが、

今後の助成のあり方等については県と市で検討し、受益と負担の公平性、制度の持続

可能性、他の公費との制度間バランス等の課題があります。 

■障がい児支援対策では、幼児期に支援を行う保育所･幼稚園で、核となる人材の育

成が求められています。また、教育や療育においても特別なニーズのある子どもを適

切に支援するための体制が求められており、それぞれの個に応じた支援をしていくた

めの人材育成が課題です。 

 

５．子育てを支援する生活環境の整備 

 

■母子ともに健康な子育て環境の充実や、子育てを取り巻く生活環境の整備の促進等、

子育て世代が安心して生活や、子育てができる環境づくりが必要です。 

市では、各地域の公園の遊具の更新や整備等を行ってきましたが、施設の老朽化が

進む既存の公園施設の更新や、宅地開発等における均衡のとれた公園の配置等が今後

の課題となっています。 

また、学校再編計画の見直しを行い、津波浸水域にあたる学校の高台移転をすすめ、

安全で安心な教育環境の整備を進めていますが、学校再編後に閉校となる施設にあっ

ては、大規模改修を行う予定がないため、施設の老朽化による安全面について検討が

必要となっています。 
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６．子ども等の安全の確保 

 

■市では、交通事故の防止のため、老朽化した設備及び学校や自治会等の要望に基づ

き、カーブミラーの整備を実施し（平成２５年度 修繕７５箇所、新設４基）、横断歩

道、信号機、道路標識等の設置を関係機関に要望しました。 

今後は、引き続きカーブミラー等の交通安全施設の整備を行うとともに、市民一人

ひとりの交通ルールの遵守及び交通マナーの向上に向けての検討が必要となります。 

■近年子どもが犯罪に巻き込まれるケースが多発する中、子どもを犯罪の被害から守

り安全を確保するために、市では、不審者情報や下校時間に合わせた青色防犯パトロ

ールの実施、関係機関と連携した学校長期休暇期間中の夜間防犯パトロールを実施し

ています。 

今後は、さらにＬＥＤ防犯灯の導入（平成２５年度 ＬＥＤ灯に交換１９２基）を

進める予定です。 

このほか、平成２３年度に志摩市防犯委員会と志摩市交通安全会を統合し設立した、

志摩市地域安全会の活動の充実強化及びみえ犯罪被害者総合支援センターの活動支

援による支援体制の連携強化も重要です。 

 

７．仕事と生活の調和(ワーク・ライフ・バランス)の推進 

 

■ライフスタイルの多様化に伴い、女性の就業率が上昇し、共働きの家庭が増加して

います。仕事か家庭かの二者択一ではなく、男女がともに個人の生き方や人生の各段

階に応じて多様な働き方の選択を可能とするとともに、子育てにもゆとりをもって取

り組めるよう、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）が求められています。 

市では、男女がともに働きやすい職場環境づくりを目的とした、三重県「男女がい

きいきと働いている企業」認証制度に応募していただくよう企業を訪問して推進を行

ってきました。 

また、固定的な性別役割分担意識を解消し、男女共同参画の視点に立った家庭生活

の実現を目指し、子育て・介護における家庭的責任の意識の啓発や育児休業・休暇制

度・早出遅出勤務・時間外勤務の免除などの制度について周知を行いましたが、依然

として男性の子育て支援・家庭支援の制度を利用する実績が少なく、今後の課題とな

っています。 
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地域のふれあいが子どもを元気に、 

親も安心できるまちづくり 

第４章 計画の基本的な考え 

 

１ 子ども・子育て支援事業計画の基本理念 

本計画では、志摩市次世代育成支援行動計画の基本理念を引き継ぐものとしていま

す。 

次世代育成支援行動計画の理念を踏まえ、全ての子ども・子育て家庭に良質な育成

環境を保障し、「地域のふれあいが子どもを元気に、親も安心できるまちづくり」と

いう基本理念の実現を目指して計画に取り組んでいきます。 

 

【基本理念】 
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２ 基本目標と分野別施策の展開 

基本理念に基づいた、志摩市次世代育成支援行動計画を継承する基本目標と主要

施策を示します。 

 

■目標１ 地域における子育ての支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策１ 多様な子育て支援サービスの充実 

幼保一体化施設内の幼稚園における保育所の体制に合わせた預かり保育は継続実

施するとともに、従来のままの時間帯で預かり保育を行う単独幼稚園についても同じ

内容で預かり保育を実施できるように体制整備を図ります。 

また、子育て支援センター、児童館及び放課後児童クラブについては、引き続き運

営を行うとともに、放課後児童クラブ等の未設置の小学校区については、設置を検討

します。 

今後も、利用者の生活実態や意向を十分に踏まえた保育サービスの推進体制を整備

し、事業の継続と支援を行うとともに、さらなるサービスの質の向上に向けて、市職

員及び保育従事者への各種研修の参加及び実施に努めていきます。 

 

施策２ 子育て支援のネットワークづくり 

子育て家庭に対して、きめ細かな子育て支援サービス・保育サービスを提供すると

ともに、地域ぐるみで子育てを支援するまちづくりや、地域の連帯感を高めるため、

引き続き子育て支援センターにおいて利用者や子育て支援グループのネットワーク

づくりに努めます。 

また、ファミリー・サポート・センターの会員数増加にむけて、事業をさらに充実

させるとともに、会員の資質向上を図るための研修の充実にも努めます。 

  

施策１ 多様な子育て支援サービスの充実 

施策２ 子育て支援のネットワークづくり 
 地域における 

 子育ての支援 

【施策の体系】 

施策３ 児童の健全育成 
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施策３ 児童の健全育成 

地域において児童が自主的に参加し、自由に遊べ、安全に過ごすことができる放

課後や週末等の居場所づくりの推進や、青少年の健全育成に向けた地域社会全体で

の取組みを行います。 

児童館・放課後児童クラブの増設の検討とともに、放課後児童健全育成事業では、

開所時間や受入学年の拡大について検討していきます。また、幼稚園の一時保育の拡

充等も検討し、保護者との連携により把握したニーズに沿って各種活動の支援の充実

を図ります。 
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■目標２ 母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保及び増進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策１ 子どもや母親の健康の確保 

母子保健事業の充実を図るため、妊娠期からの支援を行い、保護者が相談先を理解

し、相談したい時に相談できる体制を整備していくとともに、より効果的な相談支援

を行うため、産婦人科等、関係医療機関とも連携していきます。 

育児不安の軽減を図るため、妊婦アンケートや赤ちゃん訪問時のアンケートを実施

し、母親の育児不安の状況を把握します。 

また、保護者が安心して子育てをできるよう、家庭訪問や健康相談を行うとともに、

保健師の研修会への参加等により、支援技術の向上に努めます。 

予防接種に関しては、かかりつけ医を持ち、かかりつけ医と相談しながら進めてい

くこと、感染症予防および拡大防止のために予防接種は大切であることを周知してい

きます。 

不妊治療への助成や里帰り時などの妊婦一般健康診査県外受診助成制度等、各種助

成制度を実施し、母性の健康が確保されるよう母子保健事業の充実に努めます。 

 

施策２ 食育の推進 

正しい食生活は、子どもたちの心身の健やかな発達に不可欠です。乳幼児期からの

正しい食事のとり方や望ましい食習慣の定着、食を通じた豊かな人間の形成、家族関

係づくりによる心身の健全育成を図っていく必要があります。教育、保健、福祉等の

各分野が連携し、子どもの発達段階に応じた食に関する学習の機会や情報提供を進め

ます。 

幼児健康診査や乳幼児健康相談において、栄養士による栄養相談を実施するほか、

離乳食教室、食育講師派遣事業に取り組んでいきます。 

また、母子健康手帳交付の際にリーフレットおよびパンフレットを配布し、妊産婦

を対象とする栄養指導について周知を図ります。 

給食センターでは地場産物などを給食に取り入れ、教材として活用できるよう、情

報発信していきます。また、「志摩のふるさと給食」など給食を活用して子どもたちと

施策１ 子どもや母親の健康の確保 

施策２ 「食育」の推進 

施策３ 思春期保健対策の充実 

施策４ 小児医療の充実 

母性並びに乳児及び幼児

等の健康の確保及び増進 

【施策の体系】 
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保護者や地域の方がふれあう機会を作り、地域ぐるみの子どもたちへの食育の推進を

図ります。 

食物アレルギーへの対策としては、食物アレルギーを持つ子どもに応じた給食が提

供できるよう、個別に聞き取り調査を行っています。また、給食センターでは除去食

を作るにあたって、調理の場所・職員を通常食とは別に設けて実施しています。 

今後も、アレルギー対応に誤りが生じないよう、全職員がアレルギーに対する認識

を深め、安心・安全な給食が提供できるよう努めます。 

 

施策３ 思春期保健対策の充実 

心の問題を抱える児童・生徒に早期対応できる仕組みづくりに努めるため、スクー

ルカウンセラーと連携を取りながらカウンセリングの実施にも取り組みます。 

今後も、保健センター等、関係機関との連携を継続し、各機関が相談しながら心の

問題を抱える児童・生徒に早期対応できる仕組みづくりに努めます。 

また、思春期保健ネットワークを構築し、性感染症予防や喫煙防止教育などに取り

組んでいきます。 

 

施策４ 小児医療の充実 

小児医療は、安心して子どもを生み育てるための基盤となるものです。小児医療の

充実、小児救急医療体制・周産期医療体制の整備については、県や近隣市町、関係機

関との連携のもと、安心できる体制づくりに取り組みます。 

市休日夜間応急診療所（内科・小児科）については、医師会等との連携を図り、引

き続き診療所の運営に努めます。 

休日夜間の診療体制や地域医療の現状について周知し、市民との協働により地域医

療を守り支えるまちづくりを推進していきます。 
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【施策の体系】 

■目標３ 子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策１ 次代の親の育成 

次代の親となる中学生、高校生等が、子どもを生み育てることの意義を理解し、子

どもや家庭の大切さを理解できるよう、乳幼児とふれあう機会や、校種を超えた交流

の輪の拡大を図ります。 

市では、中学生の職業体験学習を通して、生徒が働くこと、夢を持つことの大切さ

を理解するとともに、専門的な技術・技能に関する興味・関心を高め、自分の生き方

在り方を考える機会となるよう、施策に取り組んでいきます。 

学校行事や地域の行事を通じた交流だけでなく、授業の公開や子どもの情報交換を

積極的に行うなど、保幼小中の連携を図りつつ、各校において異校種間連携を意識し

たキャリア教育計画の作成を働きかけていきます。 

 

施策２ 子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備 

 学校教育では、子どもたちの基礎的な学力の向上も重要ですが、あわせて、生きる

力を育む教育を推進します。市では、各小中学校で平成１９年度から志摩市授業研究

指定校事業を実施し、子どもたちの学力向上を図るとともに、「生きる力」を育む教育

を推進しており、継続して事業を実施していきます。 

また、地域や保護者、児童生徒の願いや思いをくみつつ、適正規模の学校運営の実

現を視野に入れた小中学校の統廃合や幼稚園・保育所の一体化を進めます。 

さらに、高度情報社会に対応した人材育成を行うため、コンピュータ等ＩＣＴ機器

の整備・維持・管理を計画的に進めていきます。 

 

施策３ 家庭や地域の教育力の向上 

家庭や地域の教育力の向上の施策としては、子どもたちを対象として各種スポーツ

教室の充実を図っていますが、幅広い子どもたちのニーズに応えることができるよう、

多目的にわたる指導者やスポーツボランティアの確保が課題となっています。 

また、家庭での読書環境の充実を図るための、「ブックスタート事業」にも取り組ん

施策１ 次代の親の育成 

施策２ 子どもの生きる力の育成に向けた学校の

教育環境等の整備 

施策３ 家庭や地域の教育力の向上 

子どもの心身の健やか

な成長に資する 

教育環境の整備 

施策４ 子どもを取り巻く有害環境対策の推進 
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でいますが、住民のニーズに応えることができるよう、ブックスタート用絵本購入費

の確保が課題となっています。 

 

施策４ 子どもを取り巻く有害環境対策の推進 

地域や関係機関等と連携して、子どもに対して悪影響を及ぼす有害環境への対策を

講じていきます。 

県から任命された立入調査員が、有害図書類や三重県が指定している刃物類を扱う

志摩市内の店舗の立入調査を実施します。また、志摩市青少年補導センターが定期パ

トロールを行い、祭りやイベント等の際は、合同補導を実施していきます。 
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【施策の体系】 

■目標４ 要保護児童への対応などきめ細かな取組みの推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策１ 児童虐待防止対策の充実 

児童虐待防止への取組みは、志摩市子ども家庭支援ネットワーク（要保護児童対策

地域協議会）により、関係機関が連携し、総合的な支援を行っています。今後も、虐

待の予防、早期発見・早期対応、アフターケアに至るまでの総合的な支援を図るため、

子ども家庭支援ネットワークによる取組みの強化･充実を推進していきます。 

 

施策２ ひとり親家庭等の自立支援の推進 

ひとり親家庭等、自立支援が必要な家庭に対しては、育児・家事等の家庭機能を援

護し、安定した生活を維持できるよう、関係機関が連携して相談・自立支援体制の充

実を図ります。 

市では、福祉事務所に母子・父子自立支援員を配置し、福祉資金の貸付、就労支援

等各種施策の活用についての相談に対応し、自立を支援しています。今後についても

さらなる支援制度の周知に努めていきます。 

 

施策３ 障がい児施策の充実 

市では、発達障がい者支援機能により、子どもが在籍する機関等の支援や、関係機

関が連携した総合的で途切れのない支援に取り組んでいます。 

教育や療育に特別なニーズのある子どもを適切に支援するための体制が求められ

ており、それぞれの個に応じた支援をしていくための人材育成を推進していきます。 

また、障がいについての正しい知識が広く理解されるよう、講演会・広報等による

啓発活動を充実させていきます。 

  

施策１ 児童虐待防止対策の充実 

施策２ ひとり親家庭等の自立支援の推進 

要保護児童への対応

などきめ細かな 

取組みの推進 

施策３ 障がい児施策の充実 
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【施策の体系】 

■目標５ 子育てを支援する生活環境の整備 

 

 

 

 

 

 

 

施策１ 安心な生活環境の整備 

各地域にある公園や広場を、地域の子どもたちが気軽に遊べ、自然との親しみや地

域住民とのふれあいが持てる遊び場として活用されるよう促すとともに、子どもが安

心してのびのびと遊べる環境づくりに努めます。 

今後は、新たな公園の設置の検討だけではなく、各地区にある既存の公園を活用し

つつ、老朽化した遊具等の撤去を進めます。利用者のニーズに加え、高齢化への対応

や、災害時の避難生活の場としての活用にも留意しながら、必要に応じて再整備を図

り、特に基幹的な公園に対する公園施設の更新を検討します。 

 

施策２ 安全なまちづくりの推進等 

子育て家庭が安全に生活していけるように、子どもに関係する公共施設全般の安全

確保のため、建物の総合的な整備を引き続き進めていきます。 

また、子どもだけでなく市民全員にとっても安心・安全なまちづくりのため、市民・

事業者と連携しながら、防犯の視点に立った市街地環境整備を推進します。 

 

 

  

施策１ 安心な生活環境の整備 

施策２ 安全なまちづくりの推進等 

子育てを支援する 

生活環境の整備 
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【施策の体系】 

■目標６ 子ども等の安全の確保 

 

 

 

 

 

 

施策１ 子どもの交通安全を確保するための活動の推進 

カーブミラー等の交通安全施設の点検・整備を進めるほか、関係機関に横断歩道、

信号機、道路標識等の設置を要望し危険個所の改善に努めます。 

また、引き続き関係機関と連携をとりながら交通安全啓発活動を実施し、正しい交

通マナーの普及と身近な交通環境において安全に行動できる能力を養います。さらに、

交通事故から子どもを守るため、登校時の街頭指導活動を行います。 

 

施策２ 子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進 

子どもが犯罪に巻き込まれない安全なまちづくりのため、家庭、地域、学校、関係

団体が連携し、地域の安全を確保する活動を推進します。 

また、計画的にＬＥＤ防犯灯の導入を進めるとともに、防犯灯の維持管理経費の節

減を図ります。 

さらに、犯罪被害にあった子どもやその保護者への支援として、カウンセリング機

関の紹介や情報提供等、相談支援体制の強化を図ります。 

 

  

施策１ 子どもの交通安全を確保するための活動の

推進 

施策２ 子どもを犯罪等の被害から守るための活動

の推進 

子ども等の安全の確保 
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【施策の体系】 

■目標７ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進 

 

 

 

 

 

 

 

施策１ 多様な働き方の実現及び男性も含めた働き方の見直し等 

市では、男女の仕事と家庭・地域生活の調和の推進施策として、ワーク・ライフ・

バランスについての啓発を行っています。 

働きやすい環境を阻害する慣行等を解消するため、労働者・事業主・市民の意識改

革を推進するための啓発・情報提供を進める必要があり、市では、男女がともに働き

やすい職場環境づくりを目的とした、三重県「男女がいきいきと働いている企業」認

証制度に応募していただくよう企業を訪問して推進を行っていきます。 

 

施策２ 仕事と子育ての両立の推進 

今後一層の男女共同参画社会の構築を推進するため、男性向けのセミナーや家事に

関するイベント等を実施し、市内中学校で実施してきた学校教育・生涯学習について

は、小学生を対象に実施していく予定です。 

また、雇用の場における男女共同参画の推進として、今後も関係機関との連携によ

り育児・介護休業制度等の普及や施行の促進、柔軟な就業形態の導入の促進等、ワー

ク・ライフ・バランスを可能にするための支援策を講じます。 

 

 

  

施策１ 多様な働き方の実現及び男性も含めた働き

方の見直し等 

施策２ 仕事と子育ての両立の推進 

仕事と生活の調和 

（ワーク・ライフ・バランス）

の推進 
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３ 子ども・子育て支援の意義 

 

計画を推進するにあたっては、子ども・子育て支援法に基づく基本指針の子ども・

子育て支援の意義を踏まえ、「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指します。 

また、障がい、疾病、虐待、貧困など社会的な支援の必要性が高い子どもやその家

族を含め、全ての子どもや子育て家庭を対象とし、一人ひとりの子どもの健やかな育

ちを等しく保障することを目指します。 

 

【子どもの育ちに関する理念】 

乳幼児期の重要性や特性を踏まえ、発達に応じた適切な保護者の関わりや、質の高

い教育・保育の安定的な提供を通じ、子どもの健やかな発達を保障します。 

 

【子育てに関する理念と子ども・子育て支援の意義】 

子ども・子育て支援とは、保護者が子育てについての第一義的責任を有することを

前提としつつ、地域や社会が保護者に寄り添い、子育てに対する負担や不安、孤立感

を和らげることを通じて、保護者が自己肯定感を持ちながら子どもと向き合える環境

を整え、親としての成長を支援し、子育てや子どもの成長に喜びや生きがいを感じる

ことができるような支援を行います。 

妊娠、出産期を含め、幼児期の学校教育・保育、地域における多様な子ども・子育

て支援の量的拡充と質的改善を図ります。 

 

【社会のあらゆる分野における構成員の責務、役割】 

社会のあらゆる分野における全ての構成員が、子ども・子育て支援の重要性に対す

る関心や理解を深め、各々が協働し、それぞれの役割を果たすことが必要です。 
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第５章 子ども・子育て支援サービスの見込み量 

１ 教育・保育提供区域の設定 

子ども・子育て支援事業計画では、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条

件、教育・保育を提供するための施設の整備の状況、その他の条件等地域の実情に応

じて総合的に勘案し、需要の指標となる量の見込みやその確保策を「教育・保育提供

区域」ごとに設定することが、「子ども・子育て支援法」に定められています。 

本市では、市内全域で柔軟な需給体制を確保するため、教育・保育提供区域を全市

一地区と設定します。 

 

事業区分 区域設定 考え方 

１号認定（３～５歳） 

市内全域 

本市では、市内全域で柔軟な需

給体制を確保するため、教育・保

育提供区域を全市一地区と設定

します。 

２号認定（３～５歳） 

３号認定（０歳） 

３号認定（１～２歳） 

地域子ども・子育て支援事業 提供区域 区域設定の考え方 

利用者支援事業 

市内全域 

市内全域とする。 

地域子育て支援拠点事業 
現状の提供体制、利用状況を踏
まえ、市内全域とする。 

妊婦健康診査 現状どおり、市内全域とする。 

乳児家庭全戸訪問事業 現状どおり、市内全域とする。 

養育支援訪問事業 現状どおり、市内全域とする。 

子育て短期支援事業 
現状の提供体制、利用状況を踏
まえ、市内全域とする。 

ファミリー・サポート・センター事
業（子育て援助活動支援事業） 

現状の提供体制、利用状況を踏
まえ、市内全域とする。 

一時預かり事業 
現状の提供体制、利用状況を踏
まえ、市内全域とする。 

延長保育事業 
現状の提供体制、利用状況を踏
まえ、市内全域とする。 

病児・病後児保育事業 
現状の提供体制、利用状況を踏
まえ、市内全域とする。 

放課後児童クラブ（放課後児童健全
育成事業） 

現状どおり、市内全域とする。 
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２ 教育・保育提供体制の確保 

(１)教育・保育施設の量の見込み（需要量及び確保の方策） 

子ども・子育て支援サービスの見込み量について、教育・保育提供区域の計画期間

における「幼児期の学校教育・保育の量の見込み（必要利用定員総数）」は、ニーズ調

査結果に基づき、市に居住する子どもの「認定こども園」、「幼稚園」、「保育所」、「認

可外保育施設」等の「現在の利用状況」＋「利用希望」を踏まえて設定します。 

設定した「量の見込み」に対応するよう、教育・保育提供区域に、「教育・保育施設

(幼稚園、保育所、認定こども園)及び地域型保育事業(小規模保育、家庭的保育、居宅

訪問型保育、事業所内保育施設)による確保の内容及び実施時期(確保方策)」を設定

します。 

 

①教育・保育施設及び事業 

教育・保育施設及び地域型保育事業 
算出対象
児童年齢  

１号認定 （認定こども園及び幼稚園）＜専業主婦（夫）家庭、就労時間短家庭＞ ３～５歳  

２号認定①（幼稚園） ＜共働きであるが、幼稚園の利用を希望している家庭＞ ３～５歳  

２号認定②（認定こども園及び保育所） ＜共働き家庭＞ ３～５歳  

３号認定 （認定こども園及び保育所＋地域型保育事業） ＜共働き家庭＞ ０～２歳  

 

②需要量と確保の方策 

平成２７年度 

１号認定 ２号認定 ３号認定 

３歳以上 

教育希望 

①３歳以上 

教育希望 

②３歳以上 

保育必要 

０歳 

保育必要 

１～２歳 

保育必要 

見込量合計（必要利用定員総数）① ２９１人 ７２人 ５７２人 ５３人 ３４４人 

（
提
供
量
） 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 ４４８人 ７２人 ８２５人 ５７人 ４１１人 

地域型保育事業 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

合計② ４４８人 ７２人 ８２５人 ５７人 ４１１人 

過不足 ②－①＝ １５７人 ０人 ２５３人 ４人 ６７人 

 

平成２８年度 

１号認定 ２号認定 ３号認定 

３歳以上 

教育希望 

①３歳以上 

教育希望 

②３歳以上 

保育必要 

０歳 

保育必要 

１～２歳 

保育必要 

見込量合計（必要利用定員総数）① ２９６人 ７３人 ５２４人 ５２人 ３５８人 

（
提
供
量
） 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 ４４７人 ７３人 ７７７人 ６３人 ４４７人 

地域型保育事業 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

合計② ４４７人 ７３人 ７７７人 ６３人 ４４７人 

過不足 ②－①＝ １５１人 ０人 ２５３人 １１人 ８９人 
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平成２９年度 

１号認定 ２号認定 ３号認定 

３歳以上 

教育希望 

①３歳以上 

教育希望 

②３歳以上 

保育必要 

０歳 

保育必要 

１～２歳 

保育必要 

見込量合計（必要利用定員総数）① ２６５人 ６６人 ５１８人 ５０人 ３４６人 

（
提
供
量
） 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 ４５４人 ６６人 ６７５人 ６３人 ４２９人 

地域型保育事業 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

合計② ４５４人 ６６人 ６７５人 ６３人 ４２９人 

過不足 ②－①＝ １８９人 ０人 １５７人 １３人 ８３人 

 

平成３０年度 

１号認定 ２号認定 ３号認定 

３歳以上 

教育希望 

①３歳以上 

教育希望 

②３歳以上 

保育必要 

０歳 

保育必要 

１～２歳 

保育必要 

見込量合計（必要利用定員総数）① ２５１人 ６２人 ４９５人 ４８人 ３３６人 

（
提
供
量
） 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 ４５８人 ６２人 ６０７人 ６３人 ４１７人 

地域型保育事業 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

合計② ４５８人 ６２人 ６０７人 ６３人 ４１７人 

過不足 ②－①＝ ２０７人 ０人 １１２人 １５人 ８１人 

 

平成３１年度 

１号認定 ２号認定 ３号認定 

３歳以上 

教育希望 

①３歳以上 

教育希望 

②３歳以上 

保育必要 

０歳 

保育必要 

１～２歳 

保育必要 

見込量合計（必要利用定員総数）① ２５６人 ６４人 ４９３人 ４７人 ３２５人 

（
提
供
量
） 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 ４５６人 ６４人 ５５９人 ６３人 ４０５人 

地域型保育事業 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

合計② ４５６人 ６４人 ５５９人 ６３人 ４０５人 

過不足 ②－①＝ ２００人 ０人 ６６人 １６人 ８０人 

 

③計画期間における保育利用率の目標値 

人口 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 

０歳児 ２６５ ２５９ ２４９ ２４１ ２３４ 

１歳児 ２８５ ２７３ ２６７ ２５７ ２４９ 

２歳児 ２５８ ２８３ ２７２ ２６５ ２５６ 

合計 ８０８ ８１５ ７８８ ７６３ ７３９ 

      

確保方策 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 

０歳児 ５７ ６３ ６３ ６３ ６３ 

１～２歳児 ４１１ ４４７ ４２９ ４１７ ４０５ 

合計 ４６８ ５１０ ４９２ ４８０ ４６８ 

保育利用率 ５７.９％ ６２.６％ ６２.４％ ６２.９％ ６３.３％ 
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(２)地域子ども・子育て支援事業の量の見込み（需要量及び確保の方策） 

教育・保育提供区域に、計画期間における「地域子ども・子育て支援事業の量の見

込み」を定めます。 

ニーズ調査などをもとに、市に居住する子どもの現在の「地域子ども・子育て支援

事業」の「現在の利用状況」＋「利用希望」を踏まえて設定します。 

教育・保育提供区域に、設定した「量の見込み」に対応するよう、事業ごとに「地

域子ども・子育て支援事業の確保の内容及び実施時期(確保方策)」を設定します。 

 

①延長保育事業 

保育の必要性の認定を受けた子どもについて、通常の利用日、利用時間以外の日や

時間において、認定こども園、保育所等において保育を実施する事業です。 

 

（人/年） 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 

①量の見込み １９人 １９人 １８人 １８人 １７人 

②確保方策 ８４人 ８４人 ７８人 ７２人 ６６人 

②－①＝ ６５人 ６５人 ６０人 ５４人 ４９人 

 

 

②子育て短期支援事業 

短期入所生活援助（ショートステイ）事業は、保護者の疾病や仕事等の事由により、

児童の養育が一時的に困難となった場合や、母子が夫の暴力により緊急に一時保護す

る場合に、児童等を児童養護施設等で一時的に保護するものです。 

 

(人日/年) 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 

①量の見込み ２０人日 ２０人日 ２０人日 ２０人日 ２０人日 

②確保方策 ２０人日 ２０人日 ２０人日 ２０人日 ２０人日 

②－①＝ ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 
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③放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業） 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の

終了後に小学校の余裕教室、児童館等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、

その健全な育成を図る事業です。 

また、放課後児童健全育成事業を推進するだけでなく、地域住民等の参画を得て、

放課後等に全ての児童を対象として学習や体験・交流活動などを行う、放課後子ども

教室の計画的な整備等を進める、「放課後子ども総合プラン」を策定し、その推進に努

めます。 

 

量の見込み

（人/年） 
平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 

低学年 １６０人 １５８人 １５８人 １５５人 １５５人 

高学年 ４０人 ３８人 ３６人 ３５人 ３５人 

①合計 ２００人 １９６人 １９４人 １９０人 １９０人 

②確保方策 ３２０人 ３２０人 ３２０人 ３３０人 ３３０人 

②－①＝ １２０人/年 １２４人/年 １２６人/年 １４０人/年 １４０人/年 

 

 

④地域子育て支援拠点事業 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、

情報提供、助言、その他の援助を行う事業で、地域子育て支援センターでの各種事業

等が該当します。 

 

人回/年 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 

①量の見込み １,０５２人回 １,０２６人回 １,００８人回 ９９１人回 ９８３人回 

②確保方策 １,０５２人回 １,０２６人回 １,００８人回 ９９１人回 ９８３人回 

②－①＝ ０人回 ０人回 ０人回 ０人回 ０人回 
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⑤一時預かり事業（幼稚園における在園児を対象とした預かり保育）１号認定 

幼稚園において通常の就園時間を延長して預かる事業のうち、不定期に利用する場

合の事業です。 

 

量の見込み

（人日/年） 
平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 

1 号認定 ３４,００８人日 ３４,４７６人日 ３０,８８８人日 ２９,１７２人日 ２９,９５２人日 

2 号認定 ８，５０２人日 ８，６１９人日 ７，７２２人日 ７，２９３人日 ７，４８８人日 

①合計 ４２,５１０人日 ４３,０９５人日 ３８,６１０人日 ３６,４６５人日 ３７,４４０人日 

②確保方策 ７２,１５０人日 ７２,１５０人日 ７２,１５０人日 ７２,１５０人日 ７２,１５０人日 

②－①＝ ２９,６４０人日 ２９,０５５人日 ３３,５４０人日 ３５,６８５人日 ３４,７１０人日 

 

 

一時預かり事業（幼稚園における預かり保育以外の一時預かり） 

通常の就園時間を延長して預かる事業のうち、幼稚園以外の施設で不定期に利用す

る場合の事業です。 

 

(人日/年) 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 

①量の見込み ６００人日 ６００人日 ６００人日 ６００人日 ６００人日 

②確保方策 ７８０人日 ７８０人日 ７８０人日 ７８０人日 ７８０人日 

②－①＝ １８０人日 １８０人日 １８０人日 １８０人日 １８０人日 

 

 

⑥病児保育事業 

病児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、看護師等が

一時的に保育等する事業です。 

 

(人日/年) 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 

①量の見込み ４００人日 ４００人日 ４００人日 ４００人日 ４００人日 

②確保方策 ９６０人日 ９６０人日 ９６０人日 ９６０人日 ９６０人日 

②－①＝ ５６０人日 ５６０人日 ５６０人日 ５６０人日 ５６０人日 
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⑦ファミリー・サポート・センター事業(子育て援助活動支援事業) 

乳幼児や小学生等の児童を子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の援助

を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に

関する連絡、調整を行う事業です。 

 

(人日/年) 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 

①量の見込み ７０人日 ７０人日 ７０人日 ７０人日 ７０人日 

②確保方策 ７０人日 ７０人日 ７０人日 ７０人日 ７０人日 

②－①＝ ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 

 

 

⑧利用者支援事業（新規） 

子ども及びその保護者等、又は妊娠している方が教育・保育施設や地域の子育て支

援事業等を円滑に利用できるよう、身近な実施場所で情報収集と提供を行い、必要に

応じ相談・助言等を行う事業です。当面の間は市役所窓口で対応を行います。 

 

 

 

⑨妊婦健康診査 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として健康状態の把

握、検査計測、保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学

的検査を実施する事業です。 

 

（人/年） 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 

①量の見込み ２７８人/年 ２７２人/年 ２６６人/年 ２６０人/年 ２５４人/年 

②確保方策 ２７８人/年 ２７２人/年 ２６６人/年 ２６０人/年 ２５４人/年 

②－①＝ ０人/年 ０人/年 ０人/年 ０人/年 ０人/年 

 

  

(箇所/年) 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 

① 量の見込み 1 か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

② 確保方策 ０か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

②－①＝ ▲1か所 ０か所 ０か所 ０か所 ０か所 
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⑩乳児家庭全戸訪問事業 

生後４か月までの乳児のいる世帯全ての家庭を訪問し、子育てに関する情報提供や

養育環境等の把握を行う事業です。 

 

（延べ件数/年） 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 

①量の見込み ２６５件 ２５９件 ２４９件 ２４１件 ２３４件 

②確保方策 ２６５件 ２５９件 ２４９件 ２４１件 ２３４件 

②－①＝ ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

 

 

⑪養育支援訪問事業 

養育支援が特に必要な家庭を訪問し、養育に関する指導・助言等を行うことにより、

当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業です。 

 

（延べ件数/年） 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 

①量の見込み ２０８件 ２０８件 ２０８件 ２０８件 ２０８件 

②確保方策 ２０８件 ２０８件 ２０８件 ２０８件 ２０８件 

②－①＝ ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

 

 

⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業（新規） 

特定教育・保育等を受けた場合に係る日用品や文房具その他教育・保育に必要な物

品の購入に要する費用又は特定教育・保育に係る行事への参加に要する費用の全部又

は一部を、所得に応じて助成する事業です。 

今後、事業を実施できるよう体制づくりに努めます。 

 

 

⑬多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業（新規） 

教育・保育施設等への民間事業者の参入促進に関する調査研究・多様な事業者の能

力を活用した施設の設置・運営を促進するための事業です。 

今後、事業を実施できるよう体制づくりに努めます。 
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３ 放課後子ども総合プラン行動計画 

 

■放課後子ども総合プランの趣旨・目的 

共働き家庭等の「小 1の壁」を打破するとともに、次代を担う人材を育成するため、

全ての就学児童が放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことがで

きるよう、放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の計画的な整備を進めます。 

 

■放課後児童クラブと放課後子ども教室の実施状況 

 本市の小学校は、平成２６年度においては１７校となっています。そのうち学童保

育（児童館・放課後児童クラブ）を実施しているのは８校、放課後子ども教室を実施

している学校は３校となっています。 

 

○放課後児童クラブの平成３１年度に達成されるべき目標事業量 

学童保育（児童館・放課後児童クラブ）の目標事業量は、平成３１年度までに、

全小学校区に整備することを目指します。 

○一体型の放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の平成３１年度に達成されるべ

き目標事業量 

平成３１年度までに、１か所整備することを目指します。 

○放課後子ども教室の平成３１年度までの整備計画 

希望する学校区を調査、把握し、実施に向けて計画的な整備を推進していきます。 

○放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の一体的な、又は連携による実施に関する

具体的な方策 

プログラムの企画段階から、放課後児童クラブの支援員と放課後子ども教室のコ

ーディネーターが定期的な打ち合わせの場を設けます。 

○小学校の余裕教室等の活用に関する具体的な方策 

児童の放課後等の安全・安心な居場所や活動場所の確保は、地域・学校にとって

重要な課題であることから、学校施設の活用等について検討していきます。 

○教育委員会と福祉部局の具体的な連携に関する方策 

現在は、「子育て支援課」が学童保育、「教育委員会 生涯学習スポーツ課」が放

課後子ども教室を所管しており、今後とも充分に連携を図っていくものとします。 

○地域の実情に応じた放課後児童クラブの開所時間の延長に係る取組み等 

平成３１年度までに、開所時間延長支援事業を全ての放課後児童クラブで実施す

ることを目指します。 
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４ 教育・保育施設の一体的提供の推進 

 

本市では、幼児期における子ども一人ひとりの育ちを支援する質の高い教育・保育

を一体的に提供できるよう努めます。 

質の高い教育・保育の一体的な提供にあたっては、保護者の就労の有無にかかわら

ず地域の子どもや家庭が利用できる施設である認定こども園への移行検討をはじめ

として、幼稚園、保育所等を通じて育ちと学びの連続性を踏まえた教育・保育を受け

ることができるようにします。 

 

５ 教育・保育の質の向上へ向けた取組み 

 

教育・保育の質の向上を図るため、幼稚園、保育所間の人事交流や職員配置基準の

見直しを行うとともに、幼稚園教諭と保育士の合同研修を推進し、教育・保育の一体

的な提供の推進に向けての相互理解に努めます。 

また、保育所、幼稚園においては、幼稚園教育要領、保育所保育指針、幼保連携型

認定こども園教育・保育要領についての理解を深めるとともに、研修や会議等を通じ

て、関係者の相互理解や異なる施設相互の連携を強化しつつ、市内の施設全体として、

教育・保育の連続性・一貫性の確保に努めます。 
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６ ワーク・ライフ・バランスの実現へ向けての取組み 

 

平成１９年１２月、働き方の見直しによる仕事と生活の調和の実現を目指す「仕事

と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」が公表されました。 

誰もがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たす一方で、子育て・

介護の時間や、家庭、地域、自己啓発等にかかる個人の時間を持てる健康で豊かな生

活ができるよう、社会全体で仕事と生活の双方の調和を実現していかなければなりま

せん。 

ワーク・ライフ・バランスの考え方の普及に努め、多様な働き方の実現及び男性を

含めた働き方の見直しの推進による子育ての両立を支援するとともに、市内で活躍す

る様々な子育て支援グループや施設間のネットワークを強化し互いに連携すること

で、保護者がひとりで悩みを抱え込むことがないよう、地域における子育て活動を積

極的に支援するなど、子育ちと子育てを支える環境づくりに取組みます。 

また、働いている全ての人が、仕事と生活のバランスがとれる多様な働き方を選択

できるよう促すために、職場優先の意識や固定的な性別役割分担意識などを解消し、

働きやすい職場環境を作ることが大切です。 

市では、雇用の場における男女共同参画の推進として、今後も関係機関との連携に

より育児・介護休業制度等の普及や施行の促進、柔軟な就業形態の導入の促進等、ワ

ーク・ライフ・バランスを可能にするための支援を推進していきます。 
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第６章 計画の推進にあたって 

 

１ 計画の推進体制 

■庁内体制の整備 

本計画の推進にあたっては、施策に関わる関係部局が連携・協力し横断的な取組み

を積極的に進めます。 

 

■地域における取組みや活動との連携 

子ども・子育てに関わる施策は、保健・福祉・医療・教育等、様々な分野にわたっ

ています。このため、民生委員・児童委員、主任児童委員をはじめ、自治会やＮＰＯ

団体等の地域組織、関係機関と連携を図りつつ、子どもと子育て家庭に関する問題や

ニーズを常に把握して子育て支援に努めます。 

２ 計画の点検・評価・改善 

■志摩市次世代育成支援対策地域協議会（子ども・子育て会議）の運営 

計画に基づく施策を総合的・計画的に推進し、実効性を確保するため、計画目標を

もとに毎年の進捗状況を庁内で点検するとともに、志摩市次世代育成支援対策地域協

議会（子ども・子育て会議）で協議しながら、事業の見直しを含め、計画の着実な推

進を図ります。 

 

■計画の公表、市民意見の反映 

市民一人ひとりが、子育てと子育て支援の重要性を共有し，これに関する取組みを

実践し継続していくことが大切です。そのため、本計画について関係機関・団体等へ

の配布や関係各所での配架、ホームページ等での内容公表・紹介等に努めます。 

また、あらゆる機会で市民意見を把握し、市民目線を活かした施策・事業の推進を

図ります。 
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計画の策定経過 

 

月 事  項 内  容 

３月 志摩市子ども・子育て支援に

関するニーズ調査（１０日～

２６日） 

就学前児童保護者１,０００名（回収率４４.９％） 

小学生児童保護者１,０００名（回収率３８.０％） 

７月 第１回次世代育成支援対策

地域協議会（１７日） 

○委員委嘱 

○次世代育成支援対策行動計画の実施に関する計

画について 

○子ども・子育て支援新制度の概要説明について 

○ニーズ調査の結果報告と説明について 

○志摩市子ども・子育て支援事業計画案の説明に

ついて 

９月 第２回次世代育成支援対策

地域協議会（１１日） 

○志摩市子ども・子育て支援事業計画（案）につい

て 

○教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の

量の見込みについて 

○基準制定を必要とする事項の条例案について 

１０月 次世代育成支援対策地域協

議会委員に対する説明会（１

日～３日） 

○子ども・子育て制度の概要について 

○志摩市次世代育成支援対策地域協議会の概要に

ついて 

１１月 第３回次世代育成支援対策

地域協議会（６日） 

○教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の

量の見込みについて 

○志摩市子ども・子育て支援事業計画（案）につい

て 

１月 第４回次世代育成支援対策

地域協議会（２２日） 

○志摩市子ども・子育て支援事業計画（案）につい

て 

○今後のスケジュールについて 

３月 第５回次世代育成支援対策

地域協議会（１０日） 

○意見公募（パブリックコメント）の結果につい

て 

○志摩市子ども・子育て支援事業計画（案）につい

て 

○保育所・幼稚園の保育料について 
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志摩市次世代育成支援対策地域協議会設置条例 

平成 17年 1 月 20 日 

条例第 4号 

改正 平成 20年 6 月 30 日条例第 21 号 

平成 25年 9 月 27 日条例第 56 号 

(設置) 

第 1 条 次世代育成支援対策推進法(平成 15 年法律第 120 号。以下「推進法」という。)第 21

条第 1項及び子ども・子育て支援法(平成 24 年法律第 65 号。以下「支援法」という。)

第 77 条第 1項の規定に基づき、次世代育成支援対策及び子ども・子育て支援事業の推

進に関し必要となるべき措置について調査審議するため、志摩市次世代育成支援対策

地域協議会(以下「協議会」という。)を置く。 

(所掌事務) 

第 2 条 協議会の所掌事務は、次のとおりとする。 

(1) 推進法第 8 条第 1 項の次世代育成支援対策の実施に関する計画(以下「行動計画」と

いう。)の策定及び変更に関すること。 

(2) 支援法第 61 条第 1 項の子ども・子育て支援事業の実施に関する計画(以下「事業計

画」という。)の策定及び変更に関すること。 

(3) 行動計画及び事業計画に基づく施策の総合的かつ計画的な推進に関すること。 

(4) その他特に必要とする事項に関すること。 

(組織) 

第 3 条 協議会は、委員 24 人以内で組織する。 

2 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 福祉、健康、教育、家庭環境及び社会環境の分野で識見を有する者 

(2) その他市長が特に必要と認める者 

(任期) 

第 4 条 委員の任期は、2 年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

2 委員は、再任されることができる。 
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(会長及び副会長) 

 

第 5 条 協議会に、会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。 

2 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

(会議) 

第 6 条 協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

2 協議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

3 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

4 会長が必要と認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、意見を求めることができる。 

(専門部会) 

第 7 条 協議会は、必要に応じて専門部会を置くことができる。 

2 専門部会は、会長の諮問に応じ、専門的事項について審議し、意見を具申する。 

3 専門部会に属する委員は、会長の指名に基づき、市長が委嘱し、又は任命する。 

4 専門部会に部会長 1人を置き、当該専門部会に所属する委員の互選により定める。 

5 専門部会の会議については、前条の規定を準用する。この場合において、前条中「協議会」

とあるのは「専門部会」、「会長」とあるのは「部会長」と読み替えるものとする。 

(庶務) 

第 8 条 協議会の庶務は、健康福祉部子育て支援課において処理する。 

(委任) 

第 9 条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 20年 6 月 30 日条例第 21 号) 

この条例は、規則で定める日から施行する。 

(平成 20年規則第 47 号で平成 20年 9月 16 日から施行) 

附 則(平成 25年 9 月 27 日条例第 56 号) 

この条例は、公布の日から施行する。 
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平成２６年度志摩市次世代育成支援対策地域協議会（子ども・子育て会議）委員 

【事務局】志摩市健康福祉部子育て支援課 ℡  ４４-０２８２：FAX４４-５２６０ 

  

氏 名 所 属 等 備考

学識経験者 須 永 進 　三重大学教育学部教授

医療機関 関 志 麻 子 　志摩医師会代表

子育て支援センター 森 岡 ゆ き 子 　磯部子育て支援センター　所長

保育所（公立） 山 路 さ き 子 　大王保育所　所長

保育所（私立） 佐 波 和 美   えがお志摩保育園　園長

幼稚園（公立） 中 尾 慈 子 　志摩幼稚園　園長

幼稚園（私立） 佐 伯 剛 　しまの杜こどもセンター　センター長

小学校 下 村 俊 之 　志摩市小学校長　浜島小学校長　

保育所等保護者 岡 和 寿 　ひのでが丘保育所保護者代表

幼稚園保護者 和 田 み ほ 　志摩市ＰＴＡ連合会代表

小学校保護者 伊 藤 由 貴子 　志摩市ＰＴＡ連合会代表

民生委員・児童委員 森 岡 仁 美 　志摩市民生委員児童委員協議会　主任児童委員

青少年育成市民会議 二 村 珠 子 　志摩市青少年育成市民会議

子育てサークル 前 田 秋 子 　のぞみ会代表

子育てボランティア 田 中 直 子 　子育てボランティアサークル「虹」

自治会 山 﨑 勝 也 　志摩市自治会連合会

志摩市社会福祉協議会 植 村 源 文 　志摩市社会福祉協議会　総務課長

志摩市商工会 橋 爪 真 奈美   志摩市商工会　女性部副部長

人材センター 濱 口 翠 　志摩市シルバー人材センター理事

関

係

機

関

代

表

区 分
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 地域のふれあいが子どもを元気に、 
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